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道内景気は、新型コロナウイルス感染症による下押し圧力が続く中、弱い動きとなってい

る。生産活動は弱めの動きとなっている。需要面をみると、個人消費は、一部に弱さがみら

れる。住宅投資は、減少基調にある。設備投資は、基調として緩やかに持ち直している。公

共投資は、堅調に推移している。輸出は、弱含みとなっている。観光は、来道者数、外国人

入国者数ともに前年を下回っている。

雇用情勢は、有効求人倍率が２か月連続で前年を下回った。企業倒産は、件数が前年を下

回った。消費者物価は、３９か月連続で前年を上回っている。
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先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
先行き判断DI（全国）

310

30

40

60

50

20

22020/11211109876542019/3

１．景気の現状判断DI～２か月連続で低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～３か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、３月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を１１．６ポイ

ント下回る１５．７に低下した。横ばいを示す５０

を１３か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を３．３ポイント上回る２１．２となった。横ばい

を示す５０は１２か月連続で下回った。

２月の鉱工業生産指数は９１．３（季節調整済

指数、前月比＋０．９％）と３か月ぶりに上昇

した。前年比（原指数）では▲６．７％と５か

月連続で低下した。

業種別では、輸送機械工業等９業種が前月

比上昇となった。一般機械工業等６業種が前

月比低下となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～５か月連続で減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）
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４．乗用車新車登録台数～５か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球
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５．札幌ドーム来場者～４か月ぶりに減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

２月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲２．２％）は、５か月連続で前年

を下回った。

百貨店（前年比▲２２．０％）は、すべての品

目が前年を下回った。スーパー（同＋３．１％）

は、飲食料品、その他が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋３．４％）

は、１６か月連続で前年を上回った。

２月の乗用車新車登録台数は、１２，６０８台

（前年比▲９．１％）と５か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲１４．８％）、

小型車（同＋１．９％）、軽乗用車（同▲１３．０％）

となった。

年度累計では、１４９，２４１台（前年比

▲３．４％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲１．５％）、小型車（同▲５．０％）、軽

乗用車（同▲３．８％）となった。

２月の札幌ドームへの来場者数は、３５千人

（前年比▲４０．２％）と４か月ぶりに前年を下

回った。内訳は、プロ野球、サッカーの開催

はなく、その他が３５千人（同▲４０．２％）だっ

た。

道内経済の動き
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６．住宅投資～８か月ぶりに増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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７．建築物着工床面積～４か月連続で減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～３か月ぶりに減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

２月の住宅着工戸数は１，７３９戸（前年比

＋１１．４％）と８か月ぶりに前年を上回った。

利用関係別では、持家（同▲４．４％）、貸家

（同＋３１．５％）、給与（同▲９５．３％）、分譲

（同＋１９．４％）となった。

年度累計では３０，１３４戸（前年比▲９．６％）

と前年を下回った。利用関係別では、持家

（同＋０．２％）、貸家（同▲２１．２％）、給与（同

▲２０．５％）、分譲（同＋２１．１％）となった。

２月の民間非居住用建築物着工面積は、

７１，８９３㎡（前年比▲２３．０％）と４か月連続で

前年を下回った。業種別では、製造業（同

＋１８０．９％）、非製造業（同▲２７．５％）であっ

た。

年度累計では、１，５８６，０１９㎡（前年比

▲９．９％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同＋２７．９％）、非製造業（同

▲１３．２％）となった。

３月の公共工事請負金額は９９３億円（前年

比▲９．９％）と３か月ぶりに前年を下回っ

た。

発注者別では、独立行政法人（同

▲３７．２％）、道（同▲２０．９％）、市町村（同

▲２９．３％）が前年を下回った。国（同

＋１０．７％）、地方公社（同全増）、その他（同

＋５８．０％）が前年を上回った。

年度累計では、９，５６２億円（同＋１１．５％）

と前年を上回っている。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～５か月連続で減少

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が７か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

２月の国内輸送機関利用による来道者数

は、９２２千人（前年比▲７．５％）と６か月ぶり

に前年を下回った。輸送機関別では、航空機

（同▲７．３％）、JR（同▲１３．３％）、フェリー

（同▲４．３％）となった。

年度累計では、１２，８８３千人（同＋３．７％）

と前年を上回っている。

２月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、９３，５１９人（前年比▲５４．１％）と５か月連

続で前年を下回った。空港・港湾別では、新

千歳空港が８７，８２３人（前年比▲５４．２％）、旭

川空港が１，３０６人（同▲６５．２％）、函館空港が

４，２５８人（同▲４４．３％）となった。

年度累計では、１，５８０，４０２人（同▲８．９％）

と前年を下回っている。

２月の貿易額は、輸出が前年比▲８．７％の

２５０億円、輸入が同▲１７．５％の９４５億円だっ

た。

輸出は、有機化合物、鉱物性タール・粗製

薬品、鉄鋼くずなどが減少した。

輸入は、石油製品、一般機械、肥料などが

減少した。

輸出は、年度累計では２，７５０億円（前年比

▲２２．８％）と前年を下回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が２か月連続で低下

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１４．消費者物価指数～３９か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１６倍（前年比▲０．０３ポイント）と２か

月連続で前年を下回った。

新規求人数は、前年比▲１１．３％と２か月連

続で前年を下回った。業種別では、卸売業・

小売業（同▲２１．２％）、建設業（同▲１７．８％）、

サービス業（同▲１６．１％）などが前年を下

回った。

３月の企業倒産は、件数が１６件（前年比

▲３８．５％）、負債総額が２２億円（同▲４．１％）

だった。件数は３か月ぶりに前年を下回っ

た。

業種別ではサービス・他が６件、一次産業

が３件などとなった。

２月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０３．４（前月比±０．０％）となっ

た。前年比は＋１．３％と、３９か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、２月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（２月１０日）時点で前月比、灯

油は値上がりし、ガソリン価格は値下がりし

た。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０２０年１～３月期 実績

前期に比べ、売上DI（△２３）は１２ポ
イント低下、利益DI（△２４）は１３ポイ
ント低下し、業況は２期連続の低下とな
った。新型コロナウイルス感染症拡大に
よる下押し圧力が各方面に見られ、売上
DI・利益DIは全業種でマイナス圏に低
下した。

２．２０２０年４～６月期 見通し

前期に比べ、売上DI（△２９）は６ポ
イントの低下、利益DI（△２９）は５ポ
イントの低下と、業況の低下が続く見通
しで、新型コロナウイルス感染症拡大な
どにより先行に不透明感がみられる。製
造業、非製造業ともに売上DI、利益DI
がさらに低下する見通し。

項 目
２０１７年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１８年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１９年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２０年
１～３４～６

見通し

売上DI △５ ３ １ ５ △３ △３ △１ △３ △６ △３ △３ △１１ △２３ △２９
利益DI △９ △４ △７ △９ △１４ △１３ △１２ △１５ △１１ △８ △８ △１１ △２４ △２９

定例調査

売上DI・利益DIは全業種でマイナス圏に低下
第７６回 道内企業の経営動向調査
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＜図表２－１＞業種別の要点

要 点
（２０２０年１～３月期実績）

２０１９年
４～６

２０１９年
７～９

２０１９年
１０～１２

２０２０年
１～３

２０２０年
４～６

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 新型コロナウイルス感染症拡大による下押し圧力が各方
面に見られ、全ての業種で売上DI・利益DIがマイナス圏。

売上ＤＩ △３ △３ △１１ △２３ △１４ △２９
利益ＤＩ △８ △８ △１１ △２４ △１８ △２９

製造業 全ての業種で業況後退。
売上ＤＩ △５ △４ △１０ △２９ △１１ △３７
利益ＤＩ △９ △２ △９ △２５ △１４ △３５

食料品 全ての業態で売上DI・利益DIともマイナス
圏に低下。特に畜産・製菓が大幅に低下。

売上ＤＩ ５ △１２ △３ △３６ ０ △２６
利益ＤＩ △５ △５ ３ △３７ △５ △２６

木材・木製品 製材業・木製品製造業ともに、売
上DIがマイナス圏に低下。

売上ＤＩ △２８ △１０ △１１ △３６ △２１ △４５
利益ＤＩ △２２ △１０ △１６ △２７ △１１ △４５

鉄鋼・金属製品・
機械

全ての業態で売上DIが低下。鉄鋼
・機械製造業の落込み幅が大きい。

売上ＤＩ １４ ２０ ３ △１５ △８ △３９
利益ＤＩ ６ ２０ ０ △１２ △１１ △３６

非製造業 全ての業種で業況後退。
売上ＤＩ △３ △３ △１１ △２０ △１６ △２５
利益ＤＩ △７ △１０ △１３ △２４ △１９ △２６

建設業 公共工事は小幅に改善。民間工事
は業況後退傾向。

売上ＤＩ △５ △７ １ △１１ △１２ △２３
利益ＤＩ △１２ △１３ △６ △１１ △１９ △２０

卸売業 全ての業態で売上DI・利益DIが
マイナス圏に低下。

売上ＤＩ △２ ８ △８ △３７ △２３ △２７
利益ＤＩ △７ △３ △１７ △３１ △２５ △２７

小売業 食品小売業、燃料店以外は売上DI
・利益DIがマイナス圏に低下。

売上ＤＩ △９ △１０ △２７ △２０ △２３ △２６
利益ＤＩ ２ △１８ △２３ △３０ △２３ △２３

運輸業 旅客の業況が大幅に後退。
売上ＤＩ △７ ７ △９ △１７ △９ △２２
利益ＤＩ △１８ ３ ５ △２２ △１８ △３０

ホテル・旅館業 利益DIが悪化。
売上ＤＩ １７ △１４ △６９ △６５ △１３ △７６
利益ＤＩ △８ △１４ △６３ △７１ △１３ △７６

＜図表２－２＞地域別業況の推移

２０１７年
７～９

２０１７年
１０～１２

２０１８年
１～３

２０１８年
４～６

２０１８年
７～９

２０１８年
１０～１２

２０１９年
１～３

２０１９年
４～６

２０１９年
７～９

２０１９年
１０～１２

２０２０年
１～３

２０２０年
４～６

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ １ ５ △３ △３ △１ △３ △６ △３ △３ △１１ △２３ △１４ △２９
利益ＤＩ △７ △９ △１４ △１３ △１２ △１５ △１１ △８ △８ △１１ △２４ △１８ △２９

札 幌 市
売上ＤＩ ４ ６ △１ △４ △２ １ △６ ０ ７ △６ △１３ △１３ △２４
利益ＤＩ △５ △１２ △１６ △１６ △１６ △７ △９ ０ △５ △１０ △１７ △１７ △２２

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ １０ ３ ６ １５ １８ △１ △５ △５ △５ △１６ △３６ △１９ △２３
利益ＤＩ △８ △３ △３ ４ ８ △１３ △９ △１４ △３ △５ △３４ △１７ △２７

道 南
売上ＤＩ △４３ △１３ △２９ △１３ △１５ △５ １０ １６ △１９ △１２ △２９ △１２ △４１
利益ＤＩ △４６ △３６ △３６ △２７ △３５ △４９ △１５ △１１ △２６ △７ △１８ △２２ △３５

道 北
売上ＤＩ ４ １１ △１０ ０ △２ ４ △９ △６ △１２ △６ △２５ △９ △３６
利益ＤＩ ４ ２ △６ △２ △２ １３ △４ △６ △８ △１１ △２７ △１７ △３８

道 東
売上ＤＩ ３ １０ ０ △２０ △１５ △１８ △１４ △１９ △７ △２１ △２２ △１６ △３２
利益ＤＩ ０ △３ △１７ △２６ △２５ △３６ △１９ △１９ △９ △２５ △３１ △１８ △３６
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2019年 20年
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2017年 2018年
1～3 1～37～91～3 1～310～12 10～12 10～124～6 4～6 7～9 7～9

-50

食料品製造業 売上DI 利益DI卸売業

小売業木材・木製品

＜図表3＞業況の推移（業種別）
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金） 
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金） 
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＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�人手不足（５８％） △１０ ホテル・旅館業（４７％）で４７ポイントと大幅に低下。横ばいとなった
卸売業以外の業種で低下がみられた。

�人件費増加（４２％） ＋２ 木材・木製品（４８％）で２０ポイント、ホテル・旅館業（５９％）で１５ポ
イント、運輸業（４３％）で１１ポイント上昇した。

�売上不振（３９％） ＋７ 幅広い業種で上昇。特に食料品製造業（５６％）で２０ポイント、ホテル
・旅館業（７６％）で２０ポイント上昇した。

�諸経費の増加（３８％） ＋３ 製造業（４１％）で１０ポイント、非製造業（３８％）で１ポイント上昇し
た。

�原材料価格上昇（３２％） △２ 業種によりばらつきがみられる。

�過当競争（２０％） △３ 小売業（４０％）で２位となった。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移

（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第７６回定例調査（２０２０年１～３月期実績、２０２０年４～６月期見通し）
回答期間：２０２０年２月中旬～３月上旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人手不足
① ② ① ① ② ① ① ① ① ① ③ ①
５８ ４７ ４４ ４８ ４７ ５６ ６３ ７７ ４７ ５３ ７４ ４７ ６６
（６８）（５９）（６９）（６１）（５４）（４８）（７２）（８８）（４７）（５９）（８６）（９４）（６７）

�人件費増加
② ① ① ③ ② ② ② ② ②
４２ ４４ ５６ ４８ ３８ ２５ ４１ ４６ ３５ ３８ ４３ ５９ ３４
（４０）（４２）（６４）（２８）（３０）（３８）（３９）（４５）（２６）（４１）（３２）（４４）（４０）

�売上不振
③ ① ① ① ① ① ①
３９ ４９ ５６ ４８ ３４ ６３ ３５ ３０ ４７ ３５ １７ ７６ ２３
（３２）（３５）（３６）（４４）（１９）（５２）（３１）（２２）（４２）（３２）（２３）（５６）（３１）

�諸経費の増加
② ③ ③ ① ② ② ③

３８ ４１ ５１ ３３ ４１ ２５ ３８ ３８ ４７ ４０ ４３ ２４ ２５
（３５）（３１）（３６）（３９）（３５）（１０）（３７）（３４）（４０）（４１）（４５）（３１）（３３）

�原材料価格上昇
③ ③ ③ ③

３２ ４５ ５４ ４３ ３８ ４４ ２７ ２５ ２９ ３０ ３９ ２９ １６
（３４）（４９）（５８）（５０）（４６）（３８）（２８）（２２）（３８）（２５）（４１）（４４）（１７）

�過当競争
②

２０ ８ １０ ５ ６ １３ ２５ ２１ ３１ ４０ ９ ２９ ２０
（２３）（１３）（６）（１１）（１４）（２４）（２８）（２０）（３８）（３９）（５）（５０）（２６）

�販売価格低下 ９ ９ ５ １４ １３ ６ ８ ６ １６ ５ ４ ６ ９
（８）（１０）（６）（１１）（１４）（１０）（７）（３）（１５）（２）（９）（１３）（７）

	設備不足 ９ １８ １５ ２４ １９ １３ ５ ０ ８ ５ ４ ２４ ５
（７）（１４）（１７）（６）（１１）（２４）（４）（２）（４）（２）（－）（１９）（５）


価格引き下げ要請 ５ ７ ８ ５ ９ ６ ４ ２ １０ ５ ０ ６ ２
（６）（６）（３）（１１）（５）（１０）（６）（７）（６）（－）（５）（６）（１０）

�資金調達 ５ ６ ５ １０ ３ ６ ５ １ ８ ８ ４ １８ ０
（５）（７）（１１）（６）（８）（－）（５）（３）（８）（７）（５）（６）（－）

�代金回収悪化 ２ ３ ８ ０ ０ ０ １ ０ ４ ０ ０ ０ ２
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（２）（－）（６）（２）（－）（－）（２）

その他 ５ ６ ５ １０ ６ ６ ５ ４ ６ ８ ４ ６ ２
（４）（４）（－）（－）（５）（１０）（５）（７）（６）（２）（５）（－）（２）

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３６８ １００．０％
札幌市 １３５ ３６．７ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８４ ２２．８
道 南 ３４ ９．２ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５６ １５．２ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ５９ １６．０ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９１ ３６８ ５３．３％
製 造 業 １９３ １１１ ５７．５
食 料 品 ６８ ３９ ５７．４
木 材 ・ 木 製 品 ３１ ２２ ７１．０
鉄鋼・金属製品・機械 ５９ ３３ ５５．９
そ の 他 の 製 造 業 ３５ １７ ４８．６
非 製 造 業 ４９８ ２５７ ５１．６
建 設 業 １３９ ８１ ５８．３
卸 売 業 １００ ５２ ５２．０
小 売 業 ９１ ４０ ４４．０
運 輸 業 ５１ ２３ ４５．１
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １７ ４８．６
その他の非製造業 ８２ ４４ ５３．７

業種別回答状況
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今回の調査では、幅広い業種で業況の後退がみられ、道内企業の景況感は厳しい状況とな

りました。新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、「観光客の減少により売上が減少

している」、「資材や部品、商品の入手が困難」、「今後の見通しが立たない」など、需要の減

少や供給制約が生じ、業況に影響が出ているとの声や、先行きを不安視する声が多く聞かれ

ました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業 ２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

＜食肉加工業＞ 最大の懸案は人手不足。派
遣社員に頼らざるをえず、人件費上昇につな
がっている。

＜製菓業＞ 新型コロナウイルスの影響で、
観光客が減少。そのため売上も減少してい
る。対策として、新製品を開発中である。

＜水産加工業＞ 増税後の消費冷え込みに加
え、新型コロナウイルス騒動で経営環境は一
段と厳しくなっている。

＜水産加工業＞ 韓国との外交問題に起因す
る輸出・インバウンドの減少に加え、新型コ
ロナウイルスによるインバウンドの減少、中
国の生産ストップによる国内の景気減退の影
響が大きく、売上の減少・利益率の悪化が生
じている。

＜水産加工業＞ 原価の高止まりに加え、新
型コロナウイルスの影響で、売上や利益率が
下がっている。利益率に関しては、歩留まり
の見直し等をしているが、売上は打つ手がな
い状態。

＜飲料品製造業＞ 昨年より製品の単価を値
上げした（材料および運賃の値上げによ
る）。今年はさらに、船便のNOx規制で運賃
が値上げされており、本州への出荷が厳しく
なっている。

＜製材業＞ 丸太、製品共に荷動きが鈍い。
木質燃料系パルプだけでは不安もあるが、当
面は模様ながめの状況。

＜製材業＞ 中国の新型コロナウイルスの影
響が心配である。

＜鉄鋼業＞ 新型コロナウイルスの影響によ
る、景気悪化・取引単価の下落が懸念される。

＜金属製品製造業＞ 今期は予定通りの見通
し。一方、既存の顧客から、来期は設備投資
がなくコスト管理が厳しくなるとの話があ
り、売上・利益共に低迷の予想。対策とし
て、他業種への参入（医療・福祉・航空機・
ロボット産業）や、販路拡大を図りたい。

＜金属製品製造業＞ 消費増税後の影響はな
く、前期とほぼ同程度の収益で順調推移中。
しかし、まだ新型コロナウイルスの直接的な
影響はないものの、長期化した場合は間接的
影響が心配。例えば小売業界の売上が減少
し、設備投資意欲の低下を招いた場合は、当
社製品（陳列棚、ショーケース等）の売上減
少にもつながるので不安感がある。

＜金属製品製造業＞ 副資材関連製品・部品
等、中国で生産されているものが入手困難に
なりつつある。

＜ゴム製品製造業＞ 少雪は当社にとって逆
風となった。消費増税による消費低迷も深刻
である。

経営のポイント

新型コロナ感染症拡大が幅広い業種に影響。先行きにも不安の声
〈企業の生の声〉
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５．建設業

６．卸売業

＜印刷業＞ 前期まで実施していた業務が、
取引先の施策により今期は実施しない方針と
なったため売上減少。担当スタッフの強化や
当社からの企画立案を強化し、今後の業績拡
大を目指す。また、推進策として掲げていた
最新の設備投資を実施したことで、固定費削
減・生産性向上に成功し、販管費の大幅削減
となった。

＜建設業＞ 管内（道南）のホテル新築・改
築需要も落ち着き、大口案件が官民共に低調
である。利益率を確保しつつ、案件を受注に
結び付ける必要がある。

＜建設業＞ 道内における案件が地域によっ
て偏っているように感じる。道央以外は少な
く、上川地区は特に少ない。営業エリア、下
請け工事などいろいろと強化していかなけれ
ば、企業維持が難しい。

＜建設業＞ 管内（道東）での大型物件がな
い。札幌地区への販路拡大がカギ。土木工事
について取りこぼしのないよう応札したい。

＜建設業＞ 受注は計画通り順調に推移して
おり、やや低迷気味の売上は回復する見込
み。ただし、新型コロナウイルスよる影響が
計り知れない状況なので、適切な対応を検討
したい。

＜建築工事業＞ 新型コロナウイルスの影響
による景気の悪化や、工事の延期が懸念され
る。

＜電気工事業＞ ３月までは官公庁関連の工
事竣工時期を迎え、売上・利益ともに好況の
見通し。人手不足の中、下請け業者の確保・
活用等で乗り切ることができている。大型工
事竣工後の４月以降については、受注状況に
未確定な部分がある。官公庁偏重型から民間
受注についても動静を見極めるほか、人材の
流動的な配置を無駄なく行っていく必要があ
る。

＜住宅建築業＞ 新型コロナウイルスの影響
で資材の発注が滞ってきている。工程の遅れ
が出てくる可能性があり、決算にどう影響が
出るか不安な状況。

＜住宅建築業＞ 雪不足で、雪おろし・排雪
作業の売上が全くなかった。新型コロナウイ
ルスの影響で、水回り製品の入荷の予定が全
く立たない。今年度の仕事への影響が心配で
ある。

＜観光物産品卸売業＞ 新型コロナウイルス
の影響により外国人観光客が減少している。
そのため、観光業のダメージは大きい。

＜食材卸売業＞ 新型コロナウイルスによる
インバウンド激減の影響が少しずつ顕在化し
てきた。ホテル等直接的な取引はないが、外
食等には大きく影響しているように思える。
当地函館は特にインバウンドが多く、また、
クルーズ船の寄港等も多いので、今年は厳し
い年になると感じる。

＜鋼材卸売業＞ 帯広地域の大型案件も一段
落し、２０２０年度は案件が少ないと思われる。
中国の新型コロナウイルスの影響から、スク
ラップ等原材料の輸出も激減しており、材料
価格への影響が懸念される。

＜鋼材卸売業＞ 電力関係の工事が繰り延べ
になっており、今後２～３年間は相当厳しく
なると思われる。

＜機械器具卸売業＞ 昨年の消費税増税以
降、機械売り上げが伸び悩んでいる上に、新
型コロナウイルス等で景気悪化が懸念され設
備投資意欲の減退が見られる。

＜機械器具卸売業＞ 新型コロナウイルスの
せいで今現在、入荷未定の商品も出ている。
長引けば売上にもかなり影響が出ると予想さ
れる。

経営のポイント

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０２０年５月号
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７．小売業

８．運輸業

９．宿泊業

１０．その他非製造業

＜包装用品卸売業＞ 新型コロナウイルスの
影響により、中国からの輸入品については、
春以降の商品確保の見通しが全く立っていな
い状況。今後の推移を見守るしかないところ
である。

＜肥料卸売業＞ 少雪の影響で、除雪車用軽
油や農業用融雪剤の売上が大幅減となる見通
し。

＜靴卸売業＞ 消費税増税以降、暖冬と新型
コロナウイルスによって販売が不振。中国の
生産の遅れも懸念される。このため、今後物
流の生産性向上のための投資や、新規開拓・
新商品の開発に取り組む。

＜燃料小売業＞ 暖冬に加え、最近の新型コ
ロナウイルス拡大の影響などで、世界中の物
流に停滞感が広がってきている。そのため、
石油などの在庫がダブついてきており、価格
低下につながっていると思われる。

＜燃料小売業＞ 新型コロナウイルスによる
個人消費の落ち込みや企業活動の停滞から、
全般的な売上の落ち込みが懸念される。

＜作業用品店＞ 増税・暖冬の影響で売上が
減少している。財布のひもが固くなり、平常
時は買い物を控え、セール時に買う傾向が強
まっている。さらに、新型コロナウイルスに
より、中国からの商品調達が停滞し、売上へ
の影響などの問題が出てきている。今後、費
用対効果の高い広告を増やし、その他の経費
は圧縮していく。また、中国以外からの仕入
れを増やしていく予定である。

＜タクシー業＞ ①人員不足による売上減
少、②有給取得の義務化による人件費の増
加、③新型コロナウイルスによる利用客の低
下などにより、売上ばかりではなく利益面も
大幅に減少傾向にある。インバウンドで集客
力をあげるはずが、今回の新型コロナウイル
スにより見通しが立たない状態。現在は立て
直しの検討中にある。

＜運輸業＞ 台風災害等に伴う復旧工事の完
了により、売上・利益が減少。今後は第一次
産業等の基幹産業に関する仕事確保が重要で
ある。

＜観光ホテル＞ 新型コロナウイルス問題の
出現により収益見通しが立てられない。固定
費の削減に注力する。

＜観光ホテル＞ 新型コロナウイルスの発生
により、国内外とも大量のキャンセルが発生
している。新規予約も低調であり、売上・収
益とも見通しは厳しい。休館日の検討や、非
正規雇用についての絞り込みを考える。

＜都市ホテル＞ 新型コロナウイルスの影響
がいつなくなるか判断できない状況。働き方
改革に合わせて採用に力を入れてきたが、売
上に対して人員過剰の現状であり、コスト削
減方法を全社で検討中。

＜自動車整備業＞ 増税後、車両販売・修理
ともに減少。今年は雪も少なく、事故車の修
理も減少している。

＜自動車賃貸業＞ 積雪の減少と新型コロナ
ウイルスによる影響により、売上・収益とも
激減。

＜警備業＞ 新型コロナウイルス発生により
大型イベントが中止しており、売上減少が不
安である。

経営のポイント

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０２０年５月号
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― １８ ―ほくよう調査レポート ２０２０年５月号

１．はじめに

企業の人手不足感が年々強くなっている中、有効求人倍率は１．８３倍と依然として高く、企業に

とっては人材の確保が難しい状況が続いています。２０１９年度は企業の人手不足倒産件数が過去最

高を更新。２０２２年度以降は、新規学卒者の人口も減少傾向になるため、人材の確保はより厳しい

ものになることが見込まれます。

有効求人倍率を従業員規模別でみると、従業員規模が５，０００人以上では、有効求人倍率が０．４２

倍であるのに対して、従業員規模３００人未満では８．６２倍と差が非常に大きくなっています。この

ことからも、求職者の応募は大企業へ集中し、中小企業で働きたいと考える方が少ないことが窺

えます。

大企業と中小企業の有効求人倍率の差は、求職者側が望む企業のコンプライアンスや労働条

件、福利厚生などの差も原因と考えられます。このため、中小企業はより法令遵守や働きやすい

環境の提供などに意識を持って取り組む必要があります。今後は人口の急減・超高齢化問題も視

野に入れ、従業員の多様な働き方の実現や教育にも力を入れて定着率を上げていくことが、永続

経営に繋がる重要なポイントになってきます。

また、厚生労働省の２０２０年１月の統計では、２０２０年３月卒の新卒者就職内定率は大卒が

８７．１％、高卒が９８．７％と高水準になっていますが、大企業と中小企業の有効求人倍率の差が示す

通り、中小企業の人手不足は深刻と言えます。中小企業の人手不足が深刻化する要因には、応募

を検討した時に「企業概要が把握出来ない」「入社後どんな仕事に就くのかイメージが持てない」

など、企業が提供している情報が少なく、応募の決心を鈍らせてしまうことも原因の一つである

経営のアドバイス

社員定着化のための対応ポイント
株式会社 むらずみ経営

社会保険労務士法人 むらずみ総合事務所
人事コンサルタント 對馬直樹
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経営のアドバイス

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２０年５月号

第１位：労働時間・休日・休暇の条件がよくなかったため

第２位：自分がやりたい仕事とは異なる内容だったため

第３位：肉体的・精神的に健康を損ねたため

第４位：人間関係がよくなかったため

第１位：肉体的・精神的に健康を損ねたため

第２位：労働時間・休日・休暇の条件がよくなかったため

第３位：人間関係がよくなかったため

～男 性～

～女 性～

独立行政法人 労働政策研究・研修機構 資料：調査シリーズNo１６４「若年者の離職状況」

と考えます。現在の情報化社会において、情報が得られないというのは就職希望者のストレスと

なり、応募を止めてしまうことに繋がりますので、興味を持ってもらえる企業になれるよう今一

度自社の強みを確認してアピールする方法を検討することが重要です。

以上を前提として、本稿では、まず「離職の現状」「定着率をあげるため取り組みの現状と課

題」、次に「社員の定着率の低い会社の特徴」「社員の定着率を上げるための企業の取り組みのポ

イント」について説明します。その後、社員にとって入口であり、定着化に大きな影響を与える

「採用前後の対応ポイント」を解説します。

２．離職の現状

従業員の離職は、企業にとって大きな損失となります。また離職率が高い状態を放置しておく

と、既存従業員の業務量が増加したり、企業への不信感に繋がったりしますので、早期に対策を

講じる必要があります。

対策検討の着眼点として、まず「離職の現状」を概観します。離職時期については、入社後半

年以内が離職に繋がりやすいと感じている企業が多く、特に中途採用者の定着率の低さが目立つ

状況となっています１。また新卒採用者の離職理由については、労働時間・休日などの労働条件

に関わる理由が多数意見となっているのに対し、中途採用者は、給与や人事制度などの待遇面に

関わる理由が多数意見で、新卒採用者と中途採用者で離職理由が異なる点にも注意が必要です。

【新卒採用者の具体的な離職理由】

１エン・ジャパン㈱「中途入社の定着」実態調査
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経営のアドバイス

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０２０年５月号

エン・ジャパン㈱ 資料：「退職のきっかけになった理由」 ２０２０／２／２１

【中途採用者の離職理由】

３．定着率を上げるための取り組みの現状と課題

採用活動は時間のかかる作業であることもあり、また「育てた人材を手放したくない」「採用困

難だから」といった理由もあり、多く

の企業は定着率向上に積極的に取り組

んでいます。

企業は定着率を上げるため、各種研

修のほか、「上司との面談」や「歓迎

会での交流」など様々な取り組みを行

ない、定着率を上げる努力を行ってい

ますが、残念ながら離職率は例年同水

準を維持しているのが現状です。定着

率を上げていくためには、固定概念を

捨てて労働者の目線に立った対応が必

要なようです。

【定着率を上げるための取り組み】

２０１９．３「中途入社者の定着」実態調査－「人事のミカタ」
アンケート資料 エン・ジャパン
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経営のアドバイス

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０２０年５月号

① 業務負担が大きい → 少人数制の中小企業に多い

② 正しく評価されない → 昇進・昇格など将来設計ができていない

③ 風通しが悪い → 相談できる環境（相手）が無い

【定着率の低い企業の特徴】

① 労働環境の見直し → 業務負担の見直し、労働時間・休日などの徹底管理

② 従業員の不満を吸い上げる → 定期ミーティングやストレスチェック

③ アウトソーシングの活用 → 人手が足りない業務のアウトソーシング

【定着率を上げるための施策】

４．定着率の低い会社の特徴

離職率が高い場合、原因が企業側にあるというケースが多いように思います。定着率の低い企

業には、①業務負担が大きい、②正当な評価が得られない、③風通しが悪い、などの特徴が見ら

れます。企業側は、採用→退職→採用の負のスパイラルを繰り返さないよう、上記の特徴に該当

しないか現状を振り返るとともに、もし該当するようであれば、危機意識を持って改善に取り組

むことが重要です。

定着率の低い状態が続くと、企業側は採用費用や教育費用が増えるだけでなく、採用面にも悪

影響が現れかねません。採用がうまくできず、求人の掲載頻度が高くなると、求職者側からも

「何かしら問題のある企業」「定着しない職場環境の企業」などと言った問題企業のレッテルを貼

られてしまうことも想定されます。さらに企業に不満があって離職した従業員が増えてくると、

外部に対して情報が流出する可能性も出てきます。一度ブラック企業のイメージが定着してしま

うと、イメージを回復させることが難しいことや、ブラック企業で働きたいと考える求職者はい

ないということを十分認識するとともに、既存従業員からも想定外の退職の申し出などが出ない

ようケアも行いながら採用活動を行う必要があります。

５．定着率を上げるための施策

職場環境が悪い状況下で定着率を上げるのは、非常に困難なことです。また職場環境を変える

ことは、企業にとっては従来の慣行を変えたり、従業員の不平不満を吸い上げたりと、時間やコ

ストもかかるとても大変な作業です。職場環境は従業員だけに対応を任せても、変わりません。

企業のトップ発信で、全従業員を巻き込んで取り組むことが、定着率が上がる職場環境を作るこ

とに繋がりますので、以下の「定着率を上げるための施策」「定着率を上げる際の問題点」を参考

に、企業のトップが定着率を上げるためには職場環境を変えなければならないという強い信念を

持って取り組むことが重要です。
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経営のアドバイス

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０２０年５月号

① 離職理由は人それぞれのため、画一的な対応策を見い出すのが困難

② 採用して３年、５年と落ち着いたかと思う時期に離職者が出ることが、習慣化している

③ 在籍期間をどうすれば長くなるのか苦慮している・思いつかない

④ 支店での離職者が多く、本社の目が届かない

⑤ 同業他社からの引き抜きによる離職が目立つ

【定着率を上げる際の問題点】

２０１９．３「中途入社者の定着」実態調査－「人事のミカタ」アンケート資料 エン・ジャパン

６．社員定着化のためにも、採用のミスマッチを防ごう！

◆まずは事前準備

採用後の定着率を上げるためには、基本である「ミスマッチ採用」の防止に努める必要があ

ります。コストをかけて採用しても、企業側と求職者側でミスマッチがあった場合、採用コス

トがかかるだけでなく、既存従業員の業務負担も増えるとともに、負担増に伴い不満が募り、

既存社員を含む新たな離職を生むことに繋がりかねません。このような事態を避けるために

も、採用活動では事前準備が重要になります。

◆人物像の共有

採用活動を始める際、まずは採用活動に関わる方全員で採用したい人物像についての認識を

共有することが大切です。人の印象の受け方は、人それぞれ異なるため、採用したい人物像の

認識を共有し、応募者が採用したい人物像に該当していたかの判断ができるようにしましょ

う。また、事前に採用面接の際に確認すべきことや聞いておきたいことをまとめておき、漏れ

のない対応ができるよう準備をしましょう。

◆採用面接は複数人がベスト

次に採用面接は、できるだけ複数人で行うのがベストです。人は第一印象や見た目で良し悪

しを決めてしまう人的エラーを起こします。そのため複数人で採用面接を行い、後に人物像な

ど確認し合える状況を作っておきましょう。

◆採用面接時・面接後の注意点

また採用面接が終わった後に、企業側と求職者側で不明点がない状態にすることも重要で

す。そのため採用面接を行う際は、企業側も「雇ってやる」などの気持ちは持たずに、求職者

と同じ目線で採用面接を進め、お互いに有意義な時間を共有することも重要なポイントとなり

ます。話しやすい環境を提供することにより、求職者の本音を聴きだせると、「ミスマッチ採

用」をより防ぐことに繋がるでしょう。

なお、採用面接の質問事項には、以下のとおり就職差別にあたるおそれのある質問事項もあ

りますので、注意しましょう。
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― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０２０年５月号

禁 止 事 項 具 体 例

１．本籍に関する質問
・あなたの本籍地はどこですか？
・両親の出身地はどこですか？

２．住居とその環境に関する質問
・〇〇町の△△はどの辺ですか？
・あなたの家の付近の目印となるのは何ですか？

３．家族構成や家族の職業・地
位・収入に関する質問

・あなたのお父さんは、どこの会社に勤めていますか？
・あなたの両親は、共働きですか？

４．資産に関する質問
・あなたの住んでいる家は一戸建てですか？
・あなたの住んでいる家や土地は持ち家ですか？

５．思想・信条・宗教・尊敬する
人物・支持政党に関する質問

・あなたの信条としている言葉はなんですか？
・尊敬する人物を教えて下さい。
・あなたはどんな本を愛読していますか？
・あなたの家では、何新聞を読んでいますか？

６．男女雇用機会均等法に抵触す
る質問

・結婚、出産しても働き続けられますか？
・今、付き合っている人はいますか？
・結婚の予定はありますか？

【就職差別にあたるおそれのある質問事項】

資料：厚生労働省大阪労働局「就職差別につながるおそれのある不適切な質問の例」

◆採用後の対応

採用後は企業全体に採用したことを周知し、温かく迎えましょう。また仕事の進め方や人間

関係など、困ったことがないか定期的に声掛けを行ってあげることも大事です。就業規則や労

働条件の明示、社内ルールの伝達は、安心して働くための重要なポイントになりますので、時

間を作りしっかり対応しましょう。

７．おわりに

「働き方改革」により、労働時間の上限規制や有給休暇年５日の取得義務など、企業にとって

は厳しい対応が迫られている状況ですが、法令遵守は避けて通れないものです。今後は、急激な

人口減少や少子化の影響も加わり、労務管理はさらに難しいものになっていくことが見込まれま

す。有効な採用活動と社員の定着率向上を図り、永続経営を実現するためには、今一度企業の問

題点を棚卸し、改善できるところから、少しずつでも改善していくことが大事です。考えるだけ

で何もしなければ何も変わりません。業界や業種を理由に改善は無理だという発想を変え、一歩

先に進んでいただければと思います。

現在新型コロナウイルスが世界的な流行となり、企業を取り巻く雇用環境に変化がみられま

す。内定取り消しを含む雇用調整の動きがある一方で、これまで新卒採用に苦戦してきた業種・

業態の一部に、これを機会として採用活動の強化に取り組む動きも見られます。本稿が企業の採

用活動並びに定着率向上の一助となり、求職者に選ばれる企業になるためのお役に立てれば幸い

です。
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経済コラム 北斗星

新型コロナウイルスの猛威と難局への対応

世界中が新型コロナウイルスの脅威に晒されている。本年の正月には、北海道神宮の初詣

風景は例年どおりの賑わいであったし、今年の北海道経済についても、「ウポポイや五輪」

「観光誘客追い風」（１月７日付日本経済新聞）との報道のように総じて楽観ムードが支配し

ていた。その後、中国の武漢の状況が深刻化する中で、我が国においては、世間の目はク

ルーズ船「ダイヤモンド・プリンセス」の動向に釘付けになってはいたが、国内での発症事

例で先行していた北海道でも、３月１日の鈴木知事の「緊急事態宣言」に関する臨時記者会

見に対して、「決断力はトップの大事な資質だが、道民にむやみに不便を強いることのない

よう細心の注意を払う責務がある」、発症事例が「＜全国一＞をアピールすれば、＜北海道

は危険＞との不要な風評を広げかねない」（北海道新聞、３月２日付社説）など、やや腰の引

けた論評が多かった。

３月の経過と共に、事態は大きく動いた。ウイルスの猛威が、EU諸国や米国に拡大する

につれて、３月２４日には東京五輪の１年延期が発表され、また、多くのスポーツの大会・イ

ベントなどが中止や延期に追い込まれた。北海道においても、５月のライラックまつり、６

月のYOSAKOIソーラン祭り、７月のPMFなど札幌の季節の催しが次々と中止となった。こ

うした状況の中で、政府は４月７日に至り、懸案の「緊急事態宣言」を東京都はじめ７都府

県に発令、同時に１０８兆円（GDPの２割）にのぼる規模の経済対策を実施する旨決定した。

このような事態の展開について、若干気になったことをやや後付の議論になるが簡単に述べ

てみたい。

第１は、新型コロナウイルスがもたらす世界的なグローバル経済へのダメージである。そ

のマイナスの影響は、リーマンショックの時をはるかに上回ると言われ、様々な試算が行わ

れている。考えてみるとそれはいわば当然のことだ。経済活動を支える資源として、ヒト、

モノ、カネの３要素が重要であると言われるが、リーマンの場合は、単純化して言うと主と

してカネ、即ち金融システムの動揺によるものであった。従って、金融の再建が達成されれ

ば、経済活動の回復の目途も立て易かったといえる。しかし、新型コロナウイルスは、先ず

ヒトを直撃する。ヒトが動かなくなると、生産・物流の動き即ちモノの動きにも支障が生ず

る。さらに、ヒト、モノが動かなければカネの動きにも大いにマイナスの影響が出る。グ

ローバル化経済は、ヒト、モノ、カネの全てが円滑にかつ自由に動けることを前提としてい

ｏ．２８６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２４～０２５　経済コラム　北斗星４８  2020.04.14 16.27.27  Page 24 



― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０２０年５月号

る。こうしたグローバル経済システムが今や機能停止に追い込まれようとしているのだ。こ

の危機以前にも、イギリスのEU離脱、米国の「アメリカ・ファースト政策」など、経済の

グローバル化の流れに逆流する動きがみられた。すでに、中国の「世界経済の生産拠点化傾

向」を見直す（工場の再配置等）動きも出て来たとの報道もある。こうした事態を直視する

と、新型コロナウイルスがもたらすダメージは、リーマンショックを上回るものであること

は容易に想定できる事である。新型コロナウイルスのもたらすダメージは、グローバル化し

た経済の今後にどのような変化をもたらすのか、大いに気になるところである。場合によっ

て今回は、世界経済の立ち直りに関して、従来の経済危機の時以上に時間を要することにな

るかもしれない。

第２は、新型コロナウイルスのダメージが、社会的経済的な弱者に強く降りかかって来て

いることである。直接的には、高齢者の致死率が若年層より高いことが挙げられる。死者の

多い国にあっては、医療崩壊に近い状況のもとで、より長生きすべき若年層に対して優先し

て治療が行われるといったことが発生しかねないとの報道も見られた。検査体制の不備、人

口呼吸器等の医療器具の不足、感染症に対する隔離病床の不足など、医療先進国と言われる

国々においても医療インフラに関し思いがけない落とし穴があることが明らかになった。さ

らに、都市封鎖、外出抑制・禁止などヒトの動きを制約する危機対応によって、中小・零細

企業の多い飲食等のサービス産業における企業・雇用者の受ける直接的被害も大きい。倒

産・解雇などの事態を回避するための措置に要する費用は恐らく現在の想定を大きく超える

ものとなるのではないか。

第３は、危機対応において常に問題となる、①事態の掌握・予測における「油断」との実

際の危機対応に関する「スピード」の問題である。先ず「油断」については、初期における

米国、とくにトランプ大統領の発言（危機感の乏しさ）とその後の急速な感染者の増加と医

療現場の混乱のギャップが挙げられる。この過程で、健康保険に関し国民皆保険が実現して

いない米国の弱点も明らかになった。我が国においては、東京都の初期対応も油断の例に挙

げられるかもしれない。小池都知事は、東京都における発症事例が急速に増加して初めて、

積極的対応の推進者となってマスコミの前に登場した。次に、スピードの点に関しては、政

府の「緊急事態宣言」（４月７日公表）のタイミングが将来問題となる可能性を秘めている。

多くの医療専門家の発言に押されてようやく決断した感を免れない。政府としては、「ウイ

ルス感染の抑制」と「経済的ダメージの軽減」という二つの対立する課題の間で苦慮した結

果であろう。このことは、正に政治的判断の難しさを象徴する出来事であった。

（令和２年４月１０日 北洋銀行顧問 横内 龍三）
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年度 ９９．７ △２．４ ９９．８ △０．８ ９９．７ △０．９ ９９．６ △１．０ ９２．６ △４．７ ９５．２ ０．２
２０１６年度 ９９．８ ０．１ １００．６ ０．８ ９９．４ △０．３ １００．２ ０．６ ９２．３ △０．３ ９３．９ △１．４
２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．０ △２．３ １０３．８ ０．３ ９７．９ △３．５ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２

２０１８年１０～１２月 ９９．０ ３．３ １０５．０ １．４ ９８．８ ２．１ １０３．４ １．０ １０５．２ ３．０ １０２．９ ０．９
２０１９年１～３月 ９７．５ △１．５ １０２．８ △２．１ ９６．４ △２．４ １０１．６ △１．７ １０６．１ ０．９ １０３．４ ０．５

４～６月 ９５．８ △１．７ １０２．８ ０．０ ９５．４ △１．０ １０１．４ △０．２ １０５．７ △０．４ １０４．４ １．０
７～９月 ９３．１ △２．８ １０１．７ △１．１ ９２．５ △３．０ １０１．３ △０．１ １０７．９ ２．１ １０３．３ △１．１
１０～１２月 ９０．９ △２．４ ９８．０ △３．６ ９０．９ △１．７ ９７．３ △３．９ １０７．４ △０．５ １０４．０ ０．７

２０１９年 ２月 ９８．８ ２．２ １０３．３ １．０ ９８．２ ２．９ １０２．４ １．２ １０４．１ ０．４ １０２．７ ０．１
３月 ９７．０ △１．８ １０２．８ △０．５ ９５．７ △２．５ １０１．３ △１．１ １０６．１ １．９ １０３．４ ０．７
４月 ９５．６ △１．４ １０２．７ △０．１ ９５．０ △０．７ １０２．０ ０．７ １０３．１ △２．８ １０３．４ ０．０
５月 ９７．２ １．７ １０４．２ １．５ ９６．３ １．４ １０２．８ ０．８ １０４．５ １．４ １０３．８ ０．４
６月 ９４．６ △２．７ １０１．５ △２．６ ９５．０ △１．３ ９９．５ △３．２ １０５．７ １．１ １０４．４ ０．６
７月 ９３．９ △０．７ １０２．２ ０．７ ９３．７ △１．４ １０２．０ ２．５ １０７．１ １．３ １０４．３ △０．１
８月 ９３．０ △１．０ １００．５ △１．７ ９２．２ △１．６ １００．０ △２．０ １０２．５ △４．３ １０４．２ △０．１
９月 ９２．４ △０．６ １０２．４ １．９ ９１．５ △０．８ １０１．８ １．８ １０７．９ ５．３ １０３．３ △０．９
１０月 ９０．０ △２．６ ９８．３ △４．０ ９１．２ △０．３ ９８．２ △３．５ １０５．５ △２．２ １０４．１ ０．８
１１月 ９２．０ ２．２ ９７．７ △０．６ ９１．６ ０．４ ９６．８ △１．４ １０６．２ ０．７ １０３．６ △０．５
１２月 ９０．７ △１．４ ９７．９ ０．２ ８９．８ △２．０ ９７．０ ０．２ １０７．４ １．１ １０４．０ ０．４

２０２０年 １月 r ９０．５ △０．２ ９９．８ １．９ r ８９．４ △０．４ ９７．９ ０．９ r１０５．４ △１．９ １０６．２ ２．１
２月 p９１．３ ０．９ ９９．５ △０．３ p８９．７ ０．３ ９８．９ １．０ p１０８．５ ２．９ １０４．４ △１．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 ９５３，９０７ ０．４ １９５，２６０△１．１ ２０２，８４９ △３．５ ６５，６０７ △３．４ ７５１，０５８ １．６ １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５

２０１８年１０～１２月 ２６１，４４９ ０．０ ５３，１２４△０．７ ５７，５０７ ０．５ １８，３５３ △１．８ ２０３，９４２ △０．２ ３４，７７１ △０．２
２０１９年１～３月 ２３７，２６８ ０．１ ４７，２０６△１．２ ５１，１１３ △０．３ １５，６１５ △２．８ １８６，１５５ ０．２ ３１，５９１ △０．４

４～６月 ２３２，０５３ ０．４ ４６，９７６△０．６ ４５，０３７ △２．０ １４，９７３ △２．０ １８７，０１６ １．０ ３２，００３ ０．１
７～９月 ２４０，１１８ １．８ ４８，８６０ ２．０ ４８，２６７ ５．２ １５，６１４ ６．０ １９１，８５１ ０．９ ３３，２４７ ０．３
１０～１２月 ２５２，４０６△３．５ ５０，９２０△４．１ ５３，１２９ △７．６ １６，７７７ △８．６ １９９，２７６ △２．３ ３４，１４２ △１．８

２０１９年 ２月 ７４，１９８ ０．６ １４，３５０△１．５ １５，５５６ △０．６ ４，６０４ △２．１ ５８，６４２ ０．９ ９，７４６ △１．２
３月 ８１，５６５ ０．２ １６，５２９ ０．９ １７，４７８ △１．３ ５，６２５ △１．５ ６４，０８７ ０．６ １０，９０４ ２．２
４月 ７６，５３１△０．７ １５，３５９△１．３ １４，６２４ △３．２ ４，８９９ △２．１ ６１，９０７ △０．１ １０，４６０ △０．９
５月 ７７，３０９ ０．６ １５，６３６△０．２ １４，９４０ △０．７ ４，８５４ △１．８ ６２，３７０ ０．９ １０，７８２ ０．６
６月 ７８，２１３ １．１ １５，９８２△０．３ １５，４７３ △２．２ ５，２２１ △２．１ ６２，７３９ ２．０ １０，７６１ ０．６
７月 ７８，６３０△３．２ １６，２４６△４．４ １５，９０９ △５．２ ５，４１６ △３．６ ６２，７２２ △２．７ １０，８３０ △４．９
８月 ８０，２２２ ０．１ １５，８９３ ０．９ １４，９２７ △２．４ ４，５７８ １．４ ６５，２９５ ０．７ １１，３１５ ０．７
９月 ８１，２６６ ９．０ １６，７２１ １０．５ １７，４３１ ２６．５ ５，６１９ ２２．２ ６３，８３５ ５．０ １１，１０１ ５．４
１０月 ７２，２６０△６．３ １４，５７２△８．１ １３，９０６ △１４．４ ４，２６９ △１７．２ ５８，３５４ △４．１ １０，３０３ △３．７
１１月 ７８，２０４△２．２ １６，１１３△２．０ １６，４７７ △６．５ ５，４５３ △５．８ ６１，７２７ △１．０ １０，６６０ ０．１
１２月 １０１，９４２△２．３ ２０，２３４△２．８ ２２，７４６ △３．８ ７，０５５ △４．７ ７９，１９６ △１．９ １３，１７９ △１．８

２０２０年 １月 ８０，９９２△０．６ １６，０６４△１．６ １７，６４３ △２．４ ５，２１１ △３．３ ６３，３５０ △０．１ １０，８５３ △０．８
２月 ７２，５８０△２．２ １４，３８９ ０．３ １２，１４０ △２２．０ ４，０６０ △１１．８ ６０，４３９ ３．１ １０，３２９ ６．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０２０年５月号

ｏ．２８６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２６～０２９　主要経済指標  2020.04.17 18.41.36  Page 26 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４△０．７ ２４２，７１４ ５．６ ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４

２０１８年１０～１２月 ３８，６２７ ３．０ １１，５１４ ２．２ ６５，９３７ ３．３ １６，３５９ ４．８ ３７，０２９ ４．４ ８，７７３ ０．６
２０１９年１～３月 ３８，１４６ ３．４ １１，２２３ ２．７ ６７，３６１ ５．４ １６，１０５ ５．０ ２５，３６４ １．３ ７，１３４ △１．１

４～６月 ３３，２６９ ４．２ １０，５９３ ５．２ ６８，３９５ ５．５ １７，０４１ ５．１ ３７，６４２ １．９ ８，５９４ △０．２
７～９月 ４４，９３８ ２３．８ １３，３１６ １６．８ ７２，３５１ ６．９ １８，１２８ ９．７ ３５，６３４ ２．９ ８，６３６ ４．６
１０～１２月 ３４，１９２△１１．５ １０，３２２△１０．３ ７０，１５２ ６．４ １７，０８２ ２．７ ３４，２１１ △７．６ ８，３８４ △４．４

２０１９年 ２月 １０，２１５ ２．７ ３，０８４ ０．６ ２２，４８２ ５．１ ５，０９３ ４．３ ７，５１４ ３．０ ２，１３９ △１．４
３月 １４，８７２ ６．２ ４，２７７ ６．３ ２０，８２３ ４．９ ５，６６８ ５．８ ９，５７０ ０．９ ２，６３２ ０．１
４月 １０，６８７△１．０ ３，３６４ ０．９ ２２，４４０ ４．５ ５，５８０ ３．５ １２，１７３ △１．０ ２，８７０ △３．５
５月 １０，９５２ ６．１ ３，４７７ ７．３ ２２，３７９ ６．３ ５，７０６ ６．０ １３，８１６ ４．４ ３，０４０ ３．０
６月 １１，６３０ ７．７ ３，７５２ ７．３ ２３，５７６ ５．６ ５，７５５ ５．６ １１，６５３ ２．０ ２，６８４ △０．１
７月 １２，３４５△４．３ ４，０４６△１０．４ ２３，２６２ ４．２ ５，８７８ ２．０ １１，３７１ △２．３ ２，７２４ △７．１
８月 １４，１９０ ２４．５ ４，１１６ １７．６ ２４，２５９ ４．７ ５，８８１ ６．４ １１，７１３ ４．３ ２，８６６ ４．７
９月 １８，４０３ ５３．３ ５，１５４ ５２．４ ２４，８３０ １１．８ ６，３７０ ２１．８ １２，５５０ ６．７ ３，０４５ １７．５
１０月 ８，８２１△１８．６ ２，６５９△１４．２ ２４，９５６ １５．４ ５，４２０ ０．２ １０，２７３ △１０．９ ２，５５０ △７．１
１１月 １０，５９９△７．８ ３，１８５△５．５ ２１，６０６ △０．４ ５，４６７ ３．４ １１，０９３ △５．０ ２，６２９ △２．１
１２月 １４，７７２△９．４ ４，４７８△１１．２ ２３，５９０ ４．３ ６，１９５ ４．４ １２，８４５ △７．０ ３，２０５ △４．２

２０２０年 １月 １３，４３２ ２．９ ３，８５１△０．３ ２４，４７５ １．７ ５，６８３ ６．３ ８，１８８ △１．１ ２，３２６ △１．５
２月 １０，２５１ ０．４ ３，２４５ ５．２ ２４，５３４ ９．１ ６，０６４ １９．１ ７，９１８ ５．４ ２，３４７ ９．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．７
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５

２０１８年１０～１２月 １４３，９４３ ０．３ ３０，２６８ １．６ ２７０，２５８ △５．７ ３００，２３６ ２．１ ３，２５１ △０．９ ４４７ １．１
２０１９年１～３月 １３４，９１９ １．８ ２８，６９２ ２．６ ２５９，５５６ △２．３ ２９２，２８４ ２．４ ３，１３０ ２．７ ５６６ １０．６

４～６月 １４４，５２５ ２．５ ３０，３５２ ２．３ ２７３，６０１ １１．３ ２９２，９７３ ４．２ ３，４４３ ３．８ ４４２ ９．７
７～９月 １５５，６６４ １．４ ３１，９１２ ０．１ ２６７，４７６ ９．１ ２９４，９８７ ４．５ ４，１７３ ８．４ ４４０ △６．０
１０～１２月 １４７，４７０ ２．５ ３０，８８５ ２．０ ２８７，３１７ ６．３ ２９３，２７２ △２．３ ３，３３７ ２．６ ４１３ △７．４

２０１９年 ２月 ４２，７２１ ２．６ ９，００３ ３．８ ２５０，５７２ ６．１ ２７１，２３２ ２．１ ９９６ △０．２ ２０４ １０．６
３月 ４６，７５４ ０．７ １０，１２６ １．６ ２７３，７５５ △５．０ ３０９，２７４ ２．７ １，１２９ ３．６ １５０ ４．８
４月 ４６，６１５ ２．８ ９，９７７ ２．６ ２７９，７４４ １３．３ ３０１，１３６ ２．３ １，０３７ ４．７ １２７ ６．５
５月 ４９，１５５ ３．５ １０，２５８ ２．８ ２７０，８１９ ６．５ ３００，９０１ ７．０ １，１９６ ７．１ １４９ １０．４
６月 ４８，７５５ １．１ １０，１１６ １．４ ２７０，２４１ １４．４ ２７６，８８２ ３．５ １，２１０ ０．２ １６６ １１．５
７月 ５２，６９７ ０．１ １０，７６０△１．３ ２５３，１６７ ２．３ ２８８，０２６ １．６ １，２９９ △０．１ ２０１ １．９
８月 ５３，４６７ ２．９ １０，９５０ １．９ ２６２，４８７ ４．０ ２９６，３２７ １．３ １，５３１ △０．１ １４３ △２０．４
９月 ４９，５００ １．２ １０，２０３△０．２ ２８６，７７５ ２１．７ ３００，６０９ １０．８ １，３４３ ３２．０ ９６ ５．４
１０月 ４９，２９９ ４．７ １０，３１４ ３．３ ２８５，４７１ １０．７ ２７９，６７１ △３．７ １，１７７ ４．０ １１２ △６．７
１１月 ４６，９３７ １．７ ９，９３８ ２．３ ２６４，２８４ △０．２ ２７８，７６５ △０．８ １，０８８ ３．３ １０９ △４．９
１２月 ５１，２３４ １．０ １０，６３３ ０．６ ３１２，１９６ ８．３ ３２１，３８０ △２．４ １，０７２ ０．５ １９２ △９．３

２０２０年 １月 ４６，０９８ １．４ ９，７１４ １．６ ２５９，２０７ １．９ ２８７，１７３ △３．１ １，００８ ０．４ １９１ △９．８
２月 ４４，１８２ ３．４ ９，３０８ ３．４ ２５５，２４０ １．９ ２７１，７３５ ０．２ ９２２ △７．５ p ９４ △５４．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０２０年５月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１５年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１４ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８

２０１８年１０～１２月 ９，６１０ △１．０ ２，４５９ ０．６ ４８２ １４．６ １１，６４７ １．１ ２４，２１０ ２．０
２０１９年１～３月 ５，４７０ △２．３ ２，１５６ ５．２ ２９６ ３０．６ １０，０６０ △９．７ ２７，８６８ △２．５

４～６月 １０，１５５ △３．９ ２，３３５ △４．７ ５２４ △６．８ １１，７３０ △３．４ ２６，６２０ ４．１
７～９月 ９，３６８ △７．４ ２，３３２ △５．４ ６０１ １３．８ １１，２５８ △７．６ ２５，９８９ △２．７
１０～１２月 ７，６３１ △２０．６ ２，２２８ △９．４ ３５１ △２７．２ １０，５３４ △９．６ ２３，８４６ △１．５

２０１９年 ２月 １，５６１ １３．７ ７２０ ４．２ ９３ ６５．７ ３，４７２ △１１．８ ７，５２１ △５．５
３月 ２，４４３ △１３．２ ７６６ １０．０ １０８ ４．０ ２，９６６ △１８．６ １３，６５３ △０．７
４月 ３，３１１ △１６．５ ７９４ △５．７ ２２５ １１．５ ３，９４０ △４．２ ８，９０６ ２．５
５月 ２，９７９ △９．２ ７２６ △８．７ １３３ △３５．３ ３，６３３ △５．１ ７，６２３ △３．７
６月 ３，８６５ １６．５ ８１５ ０．３ １６６ ７．４ ４，１５７ △１．１ １０，０９１ １２．５
７月 ３，４４３ △２．８ ７９２ △４．１ ２７４ ３９．０ ４，４１６ ２．２ ８，２５１ ０．３
８月 ３，１８６ △６．９ ７６０ △７．１ １７８ ３３．７ ３，６１９ △５．６ ７，３８６ △１４．５
９月 ２，７３９ △１３．１ ７７９ △４．９ １４８ △２４．７ ３，２２３ △２０．０ １０，３５２ ５．１
１０月 ２，６２９ △３１．６ ７７１ △７．４ １７１ ２．５ ３，３８９ △１６．９ ７，２９２ △６．１
１１月 ２，５７３ △１９．１ ７３５ △１２．７ １２１ △１７．３ ３，３４８ △９．７ ８，１５３ ５．３
１２月 ２，４２９ △６．０ ７２２ △７．９ ５９ △６５．１ ３，７９７ △１．６ ８，４０２ △３．５

２０２０年 １月 １，２４１ △１５．３ ６０３ △１０．１ ３８ △５９．６ ２，６３６ △２７．２ ６，６７５ △０．３
２月 １，７３９ １１．４ ６３１ △１２．３ ７２ △２３．０ ３，３９５ △２．２ ７，３４３ △２．４

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１５年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３

２０１８年１０～１２月 ３７，３９１ ０．３ １３，１４６ ７．２ １２，３４８ △３．１ １１，８９７ △３．０ １，０２３，８５１ ５．１
２０１９年１～３月 ４９，１６２ △３．０ １７，８７９ △５．５ １５，１８７ △０．２ １６，０９６ △２．６ １，２７６，３５９ △２．１

４～６月 ４７，０８３ １．２ １５，９６３ ８．７ １６，８３８ △４．２ １４，２８２ ０．２ １，００９，３４３ ２．１
７～９月 ４８，０８１ ５．７ １６，６５６ ７．５ １６，０４１ １．９ １５，３８４ ８．１ １，１５５，４５７ ７．５
１０～１２月 ３１，１７１ △１６．６ １１，０６２ △１５．９ １０，２３５ △１７．１ ９，８７４ △１７．０ ８５９，９３２ △１６．０

２０１９年 ２月 １３，８７７ １．６ ４，９３３ ２．３ ４，１５５ ０．１ ４，７８９ ２．１ ４０１，３７６ △０．１
３月 ２３，９７０ △５．３ ９，０９０ △１１．４ ７，５１２ １．２ ７，３６８ △３．３ ５３２，５０６ △５．３
４月 １５，６５５ ８．７ ５，０３６ １５．６ ５，９３３ ６．９ ４，６８６ ４．３ ３１４，９５０ ３．３
５月 １４，４７４ ０．８ ４，８８３ ７．０ ４，７８６ △１０．１ ４，８０５ ７．６ ３２７，４１８ ６．４
６月 １６，９５４ △４．５ ６，０４４ ４．８ ６，１１９ △８．６ ４，７９１ △９．５ ３６６，９７５ △２．２
７月 １６，６１０ △３．２ ５，６２４ △１．１ ６，２９８ △３．１ ４，６８８ △５．９ ３７９，４２２ ２．９
８月 １２，８６６ １．０ ４，４１９ ０．７ ４，０７０ △７．５ ４，３７７ １０．７ ３１７，１７９ ４．９
９月 １８，６０５ １９．５ ６，６１３ ２１．９ ５，６７３ １７．２ ６，３１９ １９．２ ４５８，８５６ １３．６
１０月 １０，０１３ △２６．８ ３，４２６ △２５．３ ３，１２９ △３０．７ ３，４５８ △２４．５ ２５９，９１９ △２５．１
１１月 １１，３８３ △１１．２ ３，７５４ △２０．７ ３，９７６ △７．６ ３，６５３ △３．５ ３１５，７３５ △１１．６
１２月 ９，７７５ △１０．２ ３，８８２ １．４ ３，１３０ △１１．３ ２，７６３ △２１．７ ２８４，２７８ △１１．１

２０２０年 １月 １０，２９８ △９．０ ３，４６０ △１０．３ ３，３１９ △５．７ ３，５１９ △１０．７ ３０１，１９５ △１２．１
２月 １２，６０８ △９．１ ４，２０４ △１４．８ ４，２３６ １．９ ４，１６８ △１３．０ ３６２，０５２ △９．８

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０２０年５月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４

２０１８年１０～１２月 ８８，２３２ △２．１ ２９，３５２ ３．６ １．２２ １．５３ ３１，５１８ ２．４ ８４９，８０７ １．１ ２．８ ２．４
２０１９年１～３月 １３４，５８５ ２．６ ２６，４０８ ５．９ １．１９ １．５３ ３４，４０９ １．６ ９０１，０４８ ０．２ ２．８ ２．４

４～６月 ４６８，０８５ ７．２ ５１，０１２ ４．２ １．１４ １．３７ ３３，６３６ １．１ ８４５，９３１ △１．６ ３．０ ２．４
７～９月 ２６０，９０５ ３１．９ ４０，３３６ １２．２ １．２３ １．４３ ３３，５４２ ２．７ ８４７，８３３ △０．７ ２．１ ２．３
１０～１２月 ９８，０４８ １１．１ ３０，６２９ ４．４ １．２８ １．４９ ３０，９３５ △１．８ ８３３，５７２ △１．９ ２．４ ２．２

２０１９年 ２月 １５，０８６ △１５．０ ７，３９０ ２０．４ １．１９ １．５４ ３４，２０６ ２．６ ９１８，８７４ ２．３ ２．８ ２．３
３月 １１０，２７１ ７．８ １３，１６５ ３．７ １．１９ １．５０ ３４，４５８ ０．６ ８５０，６２１ △５．０ ↓ ２．５
４月 １５７，３１６ △１．３ ２２，３２９ ２．５ １．１２ １．３８ ３５，９６３ ３．４ ８６８，８３３ ０．２ ↑ ２．６
５月 １７１，８５１ １０．９ １４，２０４ １０．５ １．１３ １．３５ ３２，６５１ △０．２ ８４１，３７６ △１．８ ３．０ ２．４
６月 １３８，９１７ １３．５ １４，４７９ １．０ １．１６ １．３７ ３２，２９３ △０．２ ８２７，５８５ △３．３ ↓ ２．３
７月 １３６，７１６ ５４．５ １６，０９１ ２８．５ １．２１ １．４１ ３６，０６４ ４．６ ８８６，５１５ ３．６ ↑ ２．３
８月 ７３，９２８ １０．７ １１，４９３ ２．２ １．２２ １．４４ ３１，７３７ △２．０ ８２９，１７７ △５．０ ２．１ ２．３
９月 ５０，２６０ １８．４ １２，７５１ ４．６ １．２６ １．４５ ３２，８２６ ５．４ ８２７，８０６ △０．６ ↓ ２．４
１０月 ５４，４９７ １８．６ １３，４８０ ５．１ １．２７ １．４５ ３６，７０３ △０．１ ９２０，１０３ △２．６ ↑ ２．４
１１月 ２９，７３４ １０．９ ９，１１０ １１．３ １．２８ １．４８ ２９，１１６ △７．０ ８０１，７４２ △５．８ ２．４ ２．２
１２月 １３，８１６ △１０．８ ８，０３８ △３．６ １．２８ １．５３ ２６，９８７ １．８ ７７８，８７２ ３．３ ↓ ２．１

２０２０年 １月 １０，５６５ １４．５ ６，４１５ ９．６ １．１８ １．４４ ３０，３３０ △１２．２ ７９２，８６５ △１５．１ － ２．３
２月 １９，２７４ ２７．８ ６，９９４ △５．４ １．１６ １．３８ ３０，３４７ △１１．３ ８０１，３５８ △１２．８ － ２．３

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６

２０１８年１０～１２月 １０２．８ １．６ １０１．５ ０．９ ５１ △２１．５ ２，０７０ △１．７ １１２．８７ ２０，０１５
２０１９年１～３月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．８ ５８ △１０．８ １，９１７ △６．１ １１０．１７ ２１，２０６

４～６月 １０２．７ ０．７ １０１．７ ０．８ ６４ ３．２ ２，０７４ △１．６ １０９．８５ ２１，２７６
７～９月 １０２．８ ０．５ １０１．６ ０．５ ４７ △１１．３ ２，１８２ ８．２ １０７．３０ ２１，７５６
１０～１２月 １０３．６ ０．７ １０２．１ ０．６ ４４ △１３．７ ２，２１１ ６．８ １０８．７２ ２３，６５７

２０１９年 ２月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．７ １６ △１５．８ ５８８ △４．７ １１０．３６ ２１，３８５
３月 １０２．３ ０．８ １０１．５ ０．８ ２６ △３．７ ６６２ △１６．１ １１１．２１ ２１，２０６
４月 １０２．８ １．０ １０１．８ ０．９ １６ ０．０ ６４５ △０．８ １１１．６６ ２２，２５９
５月 １０２．８ ０．８ １０１．８ ０．８ ２３ △１４．８ ６９５ △９．４ １０９．８３ ２０，６０１
６月 １０２．６ ０．４ １０１．６ ０．６ ２５ ３１．６ ７３４ ６．４ １０８．０６ ２１，２７６
７月 １０２．６ ０．４ １０１．５ ０．６ １５ △１６．７ ８０２ １４．２ １０８．２２ ２１，５２２
８月 １０２．７ ０．５ １０１．７ ０．５ ２１ １６．７ ６７８ △２．３ １０６．２７ ２０，７０４
９月 １０３．０ ０．５ １０１．６ ０．３ １１ △３５．３ ７０２ １３．０ １０７．４１ ２１，７５６
１０月 １０３．４ ０．５ １０２．０ ０．４ １２ △２０．０ ７８０ ６．８ １０８．１２ ２２，９２７
１１月 １０３．６ ０．７ １０２．２ ０．５ １５ △１６．７ ７２７ １．３ １０８．８６ ２３，２９４
１２月 １０３．７ １．１ １０２．２ ０．７ １７ △５．６ ７０４ １３．２ １０９．１８ ２３，６５７

２０２０年 １月 １０３．４ １．３ １０２．０ ０．８ ２１ ３１．３ ７７３ １６．１ １０９．３４ ２３，２０５
２月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ １６ ０．０ ６５１ １０．７ １０９．９６ ２１，１４３

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（２０２０年１～３月期実績、２０２０年４～６月期見通し）

●経営のアドバイス
社員定着化のための対応ポイント

●経済コラム 北斗星
新型コロナウイルスの猛威と難局への対応
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